
様式７ 介護サービス第三者評価事業

アドバイス・レポート
令和7年4月9日

　令和6年12月26日付けで第三者評価の実施をお申込みいただいた（訪問看護ステーションゆりかも
め）につきましては、第三者評価結果に基づき、下記のとおりアドバイスをいたしますので、今後の事
業所の運営及びサービスの提供に役立ててください。

記

特に良かった点とその理由
(※）

　「訪問看護ステーションゆりかもめ」は、京都市左京区下鴨に2005年5月1日
に開業しています。対象地区を左京区、北区、上京区としており、現在看護師5
名と言語聴覚士1名のチームで71名の登録者（小児から難病、高齢者、ターミナ
ル期など）を担当しています。24時間・365日緊急時対応、医療処置や医療器具
対応、リハビリテーションにも対応しています。「訪問看護ステーションゆり
かもめ」の目標を「毎日が生き生きと、より豊かなものへ…。わたしたちが自
宅での生活のお手伝いをさせていただきます」と掲げ、パンフレットにも掲載
しています。開業以来20年の実績は利用者から「常に患者の状況や心に沿っ
て、温かみのある提案やアドバイスをいただき感謝しています」（第三者評価
事前アンケート調査より抜粋）の記載を裏付けるとても高い評価があります。

〇働きやすい職場環境
 職員は全員が正規雇用であり、女性ばかりの職場で子育て中の職員もおられま
す。子どもが6歳になるまで、急な病気時には育児休暇を取得することができま
す。代行は当番を組んで、いつでも対応できる体制をとっています。職員の面
談時に、個々の事情を含む意向も確認して、ワークライフバランスにも配慮し
ています。年1回の健康診断も指定病院で受け、一般検診とともに大腸がん、乳
がん、子宮がん検診も受けています。インフルエンザ、新型コロナの予防接種
料金も会社負担で継続されています。「京都健康づくり実践企業認証」「ワー
クライフバランス認証」も受けています。また、福利厚生では、5年ごとに勤続
表彰とお祝い金の授与があり、お花見や忘年会も会社負担で、家族も一緒に参
加されています。各職員にタブレットが貸与され、記録の効率化もすすめ、定
年制のない職場を提供しています。

〇利用者、家族、多職種の協働、情報共有
　介護支援専門員は介護保険の更新時や状態変化時、関係事業所からの要請な
どにより、サービス担当者会議を開催し、会議に参加の利用者、家族や専門職
（医師、看護師、介護士、リハビリテーション職員、関係機関職員）との意見
交換をおこない、利用者、家族からも諸要望を聞く機会としており、担当看護
師も参加しています。毎月主治医に、利用者の病状の経過やリハビリテーショ
ンの様子を「訪問看護報告書」にまとめて送付しており、医師からの指示書も
適宜届きます。カンファレンスも実施し、結果を医師や居宅介護支援専門員に
報告しており、指示により計画見直しにつなげています。変更した介護計画は
関係機関に周知もしています。また、24時間のオンコール体制を整えていま
す。家族とも家庭内の「連絡ノート」の活用や電話連絡などで、家族の意向を
介護計画に反映させています。利用者の入院時は看護サマリーを書き、病院退
院時のカンファレンスにも必ず参加して、会議録も残しています。

〇地域への貢献
　「左京区事業者連絡会」や「訪問看護ステーション協議会」の役員にし職員
が就任して活動されています。「地域ケア会議」にも参加し、地域で開催され
ている「オレンジカフェ（毎週土曜日午前中）」を利用者にも紹介しており、
言語聴覚士が利用者に同行し参加した事例もあります。「左京区民健康増進プ
ロジェクト」では、健康相談をおこないました。ほかにも「認知症サポーター
養成講座」の講師を務めるなど、地域のさまざまなイベントにも参加し、介護
相談や健康相談に応じています。少人数で多忙な業務のなか、地域貢献活動に
取り組まれています。



※それぞれ内容を３点程度に絞って掲載しています。評価項目毎のコメントを「評価結果対比シート」
に記載しています。

特に改善が望まれる点とその
理由(※）

〇法令で求められている研修（勉強会）
　職員は個人で研修計画を立て目標を持ち取り組まれており、3号研修や認知症
研修への参加もあります。しかし、法令で求められている研修を受ける機会が
少ないのではないでしょうか。

〇顧客満足度調査（アンケート）の実施について
　利用者（家族）に顧客満足度調査をされていませんでした。利用者の意向に
添うためには必要ではないでしょうか。

〇マニュアルや規程の作成
　マニュアルや規程は順次作成されているとのことでしたが、まだ不足分もあ
るようです。見直しの期日を書いていないものもありました。

具体的なアドバイス

〇法令で求められている研修（勉強会）
　看護師の資格があることからか、他の介護、福祉の事業より少ない研修項目
になっています。法令で求められている研修ですし、感染症や災害などはシ
ミュレーションをすることも推奨されています。事業所内で勉強会として取り
組まれてはいかがでしょうか。

〇顧客満足度調査（アンケート）の実施について
　今回の第三者評価事前アンケート調査では、とても高い良い評価を得ていま
す。コメントにも感謝の言葉が多くあります。しかし少数ですが、意見や要望
もあります。日々の業務の中では、面と向かって言いづらいことも、無記名だ
と書きやすいこともあるのではないでしょうか。少数意見を吸い上げる1つの方
法として提案します。

〇マニュアルや規程の作成
　継続した作成を期待します。また、定期的（基本1年）な見直しもおこない、
期日の明記も期待します。



（様式６）

事業所番号

事業所名

受診メインサービス
（1種類のみ）

併せて評価を受けたサービス
(複数記入可)

訪問調査実施日

評価機関名

自己評価 第三者評価

理念の周知と実践 1 Ａ Ａ

組織体制 2 Ａ Ａ

事業計画等の策定 3 Ａ Ａ

業務レベルにおける
課題の把握と目標の
設定

4 Ｂ Ａ

評価結果対比シート 2660690104

訪問看護ステーションゆりかもめ

訪問看護

居宅介護支援、介護予防訪問看護

令和7年3月3日

一般社団法人京都ボランティア協会

大項目 中項目 小項目 通番 評価項目
評価結果

組織として介護サービスの質の向上に向けた計画を策定するとと
もに着実に実行している。また計画策定には多角的な視点から課
題を把握している。

各業務レベルにおいて課題を把握し、課題解決のための目標が設
定され、各部門全体が組織的に目標の達成に取り組んでいる。

（評価機関コメント）

通番3.2023～2025年の3年間で中期計画を立案している。①防災・減災、感染対策に
よる持続可能な事業経営②働き方の見直し、「専門職としてのエビデンス取得促進」
がテーマであり、加算の目標や病院、在宅医との連携、サテライトやグループホーム
の創設が構想にある。
通番4.会社の中長期の計画や運営方針は、年2回の管理者会議で進捗状況など検討し
ている。事業所単年度目標の実現を介護計画やカンファレンス、モニタリングを通し
検証している。各自の研修計画でも目標を立て、参加する研修内容を選び受講してい
る。

Ⅰ 介護サービスの基本方針と組織

(1)組織の理念・運営方針

組織の理念及び運営方針を明確化・周知している。また、法人の
経営責任者（運営管理者含む）及び事業所の職員全員が、理念及
び運営方針に沿ったサービスの提供を実践している。

経営責任者（運営管理者含む）は、公正・適切なプロセスで意思
決定を行い、組織としての透明性の確保を図っている。

（評価機関コメント）

通番1.会社理念のもと、「訪問看護ステーションゆりかもめ」の目標を作成してお
り、パンフレットに記載している。また、単年度の訪問看護目標も作成している。単
年度目標『「住み慣れた地域で安心して過ごすことができるよう」ケアサービスを提
供します』を、管理日誌に書いており、職員は毎日目を通している。利用者（家族）
には介護計画用紙に記載し、計画更新時に毎回説明している。
通番2.組織図、職務分掌があり、職員の責任や権限は明確になっている。職員会議を
毎月おこない、会社代表に相談しなければならない議案は直接申し出るか、年2回の
管理者会議（代表、統括責任者、管理者、主任、副主任）で検討され、職員に報告が
ある。朝の部会の開始を15分早め、9時には訪問に出発できるように調整している。

(2)計画の策定



法令遵守の取り組み 5 Ｂ Ｂ

管理者等によるリー
ダーシップの発揮

6 Ｂ Ｂ

管理者等による状況
把握

7 Ａ Ａ

自己評価 第三者評価

総合的な人事管理 8 Ａ Ｂ

質の高い人材の確保 9 Ａ Ａ

計画的な人材育成と
継続的な研修・ＯＪ
Ｔの実施

10 Ａ Ａ

実習の受け入れ
11 Ａ Ａ

(3)管理者等の責任とリーダーシップ

大項目 中項目 小項目 通番 評価項目
評価結果

遵守すべき法令等を正しく理解するための取組みを行っている。

経営責任者又は運営管理者は、自らの役割と責任を職員に対して
表明し、サービスの質の向上や経営の改善、業務の実効性を高め
るため事業運営をリードしている。

経営責任者又は運営管理者は、事業の実施状況等を把握し、いつ
でも職員に対して具体的な指示を行うことができる。

（評価機関コメント）

通番5.法令の改正の情報は、京都市の集団指導に管理者が参加（動画視聴もあり）
し、他行政や訪問看護ステーション会議などからも情報を得ている。職員会議で周知
しているが、法令に関する研修（勉強会）が定期的にはおこなえていない。遵守すべ
き法令のリスト化は確認できなかった。
通番6.管理者の役割と責任については、組織図や事務分掌で確認ができ、職員会議や
管理職会議で意見を聞き、意見を述べている。年1回、職員との個人面談時にも諸意
見を聞き取っている。管理者の自らの行動が、職員から信頼を得ているかの評価がで
きていない。
通番7.管理者が外出する際は、個人の携帯電話で常に連絡ができる体制となってい
る。会社から各職員に1台づつタブレットが貸与されており、メディカルラインを使
用しての伝達もできる。メモや口頭での報告もある。事故などの緊急事態には「緊急
事態時の対応マニュアル」に沿って対応している。

実習の受け入れに対する基本的な姿勢を明確にし、体制を整備し
ている。

Ⅱ組織の運営管理

(1)人材の確保・育成

人事管理は、理念・運営方針にもとづく「期待する職員像等」を
明確にしたうえで、能力開発（育成）、活用（採用・配置）、処
遇（報酬等）、評価等が総合的に実施される仕組みがある。

質の高い介護サービスを提供できる人材の確保のために、必要な
人材や人員体制についての管理・整備を行っている。

採用時研修・フォローアップ研修等を実施し、段階的に必要な知
識や技能を身につけることができる。また業務を通じて日常的に
学ぶことを推進しており、スーパービジョンを行う体制がある。

（評価機関コメント）

通番8.期待する職員像を「訪問看護の利用者に対する基本姿勢」で示している。キャ
リアパスは作成していない。年1回の面談時に、今年度の振り返りと次年度の目標設
定をおこなっている。
通番9.運営規程や重要事項説明書内に、職員体制を明記している。職員採用には経験
年数を考慮しているが、経験5年の採用もある。現在職員は10年以上の経験者が多
い。人材の募集は、ハローワークや看護協会でおこなっている。管理者は採用にあ
たって「病棟の経験があって、30歳～40歳代でコミュニケーション能力のある方が希
望です」と述べている。
通番10.新入職者のOJTは指導者の同行指導が3回ある。それぞれの指導者と同行し、1
回目は見る、2回目は介護をおこなう（指導あり）、3回目は自分1人でおこなう、そ
の後指導についた3人の合意があれば4回目から1人での訪問をおこなっている。「看
護技術についての到達目標」で技術のチェックリストを作成している。外部研修への
参加希望は、各自で研修計画を提出し了解を得ている。事例検討会を毎月おこない、
看護協会での「eラーニング」でも学んでいる。「きょうと福祉人材育成認証」を受
けている。
通番11.佛教大学の看護科の実習を定期的に受けている。今期も2人の学生が2週間実
習し在宅看護を学んでいる。「看護師として必要な基本姿勢と態度について」や技術
のチェックリストがある。看護協会の「実習指導者研修」を終了している職員もい
る。



労働環境への配慮
（働きやすい職場づ
くり）

12 Ａ Ａ

ストレス管理 13 Ｂ Ａ

地域との連携・情報
発信

14 Ａ Ａ

地域との交流　（入
所系・通所系サービ
スのみ）

15 ー ー

地域への貢献 16 Ａ Ａ

自己評価 第三者評価

事業所情報等の提供 17 Ａ Ａ

内容・料金の明示と
説明

18 Ａ Ａ

質の高い介護サービスを提供することができるよう、職員の労働
環境に配慮している。

（評価機関コメント）

通番12.職員の有給休暇はほぼ消化できている。女性ばかりの職場であり、子育て中
の職員もおり、子どもが6歳になるまで、急な病気時には育児休暇をとることができ
る。当番で緊急体制を組んでいる。職員の面談年1回時に、就業状況や意向も確認し
てワークライフバランスにも配慮している。年1回の健康診断も指定病院で受けてい
る。インフルエンザ、新型コロナの予防接種、一般検診とともに乳がん、子宮がん検
診ができる。「京都健康づくり実践企業認証」も受けている。また、福利厚生では、
勤続表彰でお祝い金がある。お花見や忘年会も会社負担で家族の参加もある。職員各
自にタブレットが貸与されている。
通番13.ハラスメント規程はないが、重要事項説明書の中で利用者に対して、サービ
ス利用にあたっての禁止事項として、パワーハラスメント、セクシャルハラスメント
などの行為の禁止を明記している。ストレスチェックを毎年実施しており、必要時に
受診する外部の医療機関を職員に周知している。管理者は精神保健福祉士でもある。
休憩室は仕事から離れた1部屋になっている。室内はカーペットが敷かれており、寝
転ぶこともできる。冷蔵庫、電子レンジ、お茶が設置されている。

(3)地域との交流

(2)労働環境の整備

職員の業務上の悩みやストレスを解消するために、具体的な取組
みを行い業務の効率を高めている。また、職員が充分にくつろ
げ、心身を休めることができる休憩場所を確保し必要な環境を整
備している。

事業所の運営理念や事業所情報を地域に発信するとともに、地域
の情報を積極的に収集してサービス提供に活かしている。また、
地域の各種団体や機関、介護サービス事業所等と連携している。

（評価機関コメント）

通番14.パンフレットやホームぺージで事業所情報を発信している。地域ケア会議や
地域訪問看護ステーション協議会を通じて地域のさまざまなイベントにも参加し、介
護相談や健康相談に応じている。左京区事業者連絡会、訪問看護ステーション協議会
の役員に職員が就任している。
通番15.非該当
通番16.訪問看護ステーション協議会と連携して、イベントに参加している。「左京
区民健康増進プロジェクト」で、健康相談をおこなった。地域で「オレンジカフェ」
も開催されており、利用者に紹介したり、言語聴覚士が利用者に同行し参加した事例
もある。

ボランティアの受入れ、地域の学校教育への協力を通じて様々な
地域との交流を積極的に行っている。

事業所が有する機能を地域に還元している。
事業所の特性を活かした地域貢献活動を行っている。

大項目 中項目 小項目 通番 評価項目
評価結果

Ⅲ 適切な介護サービスの実施

(1)情報提供

利用者（希望者含む）に対してサービス選択に必要な情報を提供
している。

（評価機関コメント）
通番17、必要な事業所の情報はホームページ、パンフレットでわかりやすく提供して
いる。電話での問い合わせにも応じ、必要があれば居宅に出向き説明をしている。

(2)利用契約

介護サービスの利用に際して必要となる内容や料金について、利
用者に分かりやすく説明し同意を得ている。

（評価機関コメント）

通番18、介護保険サービス、医療保険サービスについては重要事項説明書に記載され
ている。サービス開始時に他の必要事項とともに、わかりやすく説明し契約を交わし
ている。請求書を渡す際にも説明している。「職員からわかりやすく説明を受けまし
たか」のアンケートの設問に、「はい」と答えた利用者が100％である。



アセスメントの実施 19 Ａ Ａ

利用者・家族の希望
尊重

20 Ａ Ａ

専門職種を含めた意
見集約

21 Ａ Ａ

個別援助計画等の見
直し

22 Ａ Ａ

多職種協働 23 Ａ Ａ

サービス移行時の連
携・相談対応

24 Ａ Ａ

業務マニュアルの作
成

25 Ｂ Ｂ

サービス提供に係る
記録と情報の保護

26 Ａ Ａ

職員間の情報共有 27 Ａ Ａ

利用者の家族等との
情報交換

28 Ａ Ａ

通番19.契約時に居宅介護支援専門員（以後、介護支援専門員）からケアプラン、ア
セスメント内容を受け取っている。医師からも指示書が届く。担当看護師は内容を、
訪問看護記録に記入し、居宅を訪問して利用者（家族）から意向の確認、状態の再把
握をおこない、記録に追記している。サービス担当者会議で他職種からも情報を得て
いる。訪問看護記録を参照して、訪問看護計画を立案している。
通番20.訪問看護計画には、利用者の病気や内服薬に対する観察、利用者の不安に寄
り添う看護がある（一部抜粋）。担当看護師は決めているが、看護師5人全員で対応
できるようにしている。訪問時は連絡ノートに気になることを書き、家族からも返事
がある。適宜カンファレンスを実施し、情報を共有するとともに、利用者、家族の意
向を介護計画に反映させている。
通番21.介護支援専門員は介護保険の更新時、状態変化時、関係事業所からの要請な
どにより、サービス担当者会議を開催し、会議に参加の利用者、家族、専門職（医
師、看護師、介護士、リハビリ職員、関係機関職員）から意見を聞いている。協議内
容を訪問看護計画に反映させている。医師からの指示書は毎月または、半月に1回届
く。担当医に訪問看護報告書を毎月送っている。利用者の入院時は看護サマリーを書
き、病院退院時のカンファレンスにも必ず参加し会議録も残している。リハビリテー
ション担当者も個々に、利用者の状態をまとめ担当医に送っている。必要に合わせ、
介護支援専門員や各関係機関に直接連絡し意見交換もしている。
通番22、担当医に毎月送っている訪問看護報告書をモニタリングとしている。利用者
の状態は適時カンファレンスして、介護支援専門員や医師に報告しており、指示によ
り計画見直しをしている。変更した介護計画は関係機関に周知している。

(4)関係者との連携

利用者のかかっている医師をはじめ、関係機関との間で、連携体
制又は支援体制が確保されている。

（評価機関コメント）

通番23.医師の指示書に基づきサービスを実施している。医師とは直接のやりとりを
おこなうことができる。入院時には主治医と介護支援専門員に看護サマリーを送り、
退院時のカンファレンスにも必ず参加している。利用者のカルテに連絡先をリスト化
して、多職種が連携を取りながら看護に生かしている。職員にも周知しタブレットで
いつでも確認できるようにしている。
通番24.利用者が入所施設へ移行する場合、次の事業所へ必要な情報を提供するため
に、介護支援専門員を通して看護サマリーを送っている。

利用者の状況変化等により、他サービスへの移行をする場合や、
介護施設を変更する場合の連携がとれている。

(5)サービスの提供

事業所業務について、標準的な実施方法（業務マニュアル）が整
備され、スタッフに活用されている。標準的な実施方法は自立支
援につながり、事故防止や安全確保を踏まえたものになってい
る。

利用者の状況及びサービスの提供状況等が適切に記録されてお
り、管理体制が確立している。

利用者の状況等に関する情報を職員間で共有化している。

事業者はサービスの提供にあたって、利用者の家族等との情報交
換を行っている。

(3)個別状況に応じた計画策定

利用者一人ひとりの心身の状況や生活状況を踏まえたうえでアセ
スメントを行っている。

個別援助計画等の策定及びサービスの提供内容の決定に際して、
利用者及びその家族の希望を尊重している。

個別援助計画等の策定に当たり、必要に応じて利用者の主治医・
リハビリ職（OT/PT/ST等)・介護支援専門員・他のサービス事業
所等に意見を照会している。

定期的及び必要に応じて、個別援助計画等の見直しを行ってい
る。

（評価機関コメント）



感染症の対策及び予
防

29 Ａ Ａ

事業所内の衛生管理
等

30 Ａ Ａ

事故・緊急時の対応 31 Ａ Ｂ

事故の再発防止等 32 Ａ Ａ

災害発生時の対応 33 Ｂ Ｂ

事業の維持・継続の
取り組み

34 Ａ Ｂ

（評価機関コメント）

通番25.業務マニュアルは作成され、見直しは年に1回、または必要に応じておこなう
ことにしている。しかし更新日が記入されていないものや漏れているものもあり、定
期的な実施が確認できなかった。
通番26.職員は全員がタブレットを持ち、利用者の状態やケア、医学的処置など記録
している。これらの情報はタブレット上で共有、保存している。セキュリティについ
ては、パスワードを使用して安全に管理している。支援の終了後は５年で記録を破棄
している。個人情報の含まれた紙の書類はシュレッダーにかけて処分している。個人
情報の取り扱いについては、契約時に説明している。利用者（家族）の求めに応じ閲
覧に供し、実費負担で写しを交付することも説明している。
通番27.毎朝30分の朝礼（部会）をおこない、利用者の情報を共有している。夕方に
も申し送りをし、参加できなかった職員にはメモを残している。タブレットは全員に
配布されており、いつでも記録を確認することができる。
通番28.訪問した職員が得た情報はタブレットに記載し、申し送りなど職員間で共有
している。利用者宅に置かれた連絡ノート（家族が用意し、他のサービス事業者とも
共有）も活用している。サービス担当者会議に利用者、家族が参加しているが、訪問
時や電話でも情報交換をしている。

(7)危機管理

事故や緊急時における対応等を定めたマニュアルがあり、年に１
回以上、必要な研修又は訓練が行われている。

発生した事故等に係る報告書や記録を作成し、事故の再発の防止
のために活用している。

(6)衛生管理

感染症の対策及び予防に関するマニュアルの作成等により、職員
全員が感染症に関する知識をもってサービスの提供を行ってい
る。

施設（事業所）内における物品等の整理・整頓及び衛生管理を行
い、効率的かつ安全なサービスの提供を行っている。

（評価機関コメント）

通番29.マニュアルが作成されており、新型コロナの発生時には、全職員に冊子を配
布し確認しあっている。訪問ごとに手洗い、消毒、うがいなどを確実におこない、二
次感染を防いでいる。感染用スリッパも準備している。勤務に使用した衣類は自宅に
持ち帰らず、事業所で洗濯している。全員が看護師のため知識をもって専門性を発揮
しているが、マニュアルの更新はおこなわれていなかった。
通番30.必要な物品などは事業所内に保管し、手袋、マスクや消毒セットなど「訪
問・予防セット」として訪問時に持ち出せるようにしている。事業所は一部屋である
が、押し入れを活用して整理整頓ができている。

大規模な自然災害、感染症まん延等に備えて、被害の拡大を抑え
事態を迅速に収束させ、事業を維持する体制を整えている。

（評価機関コメント）

通番31.「事故・緊急時のマニュアル」を作成している。医療事故・ケア事故発生時
のフローチャートもある。一人一人の職員が専門性を持ち対応しているが、研修や訓
練が定期的にはできていない。
通番32.事故発生時はインシデント、アクシデント報告書に記載し、その日の申し送
り時に振り返りをおこなっている。利用者には翌日に電話し、必要に応じて訪問もし
ている。
通番33、「災害発生時の対応について」のマニュアルを作成している。管理者が訪問
看護ステーション協議会の、災害時対応の研修に参加している。緊急連絡網を作成し
ている。指揮命令フローチャートがある。マニュアルの活用や職員に対しての訓練・
研修はおこなえていない。
通番34.ＢＣＰは作成途中であり、詳しい対応について検討している。「災害対策マ
ニュアル」はあるが、職員に対する周知および訓練はおこなっていない。

災害発生時における対応等を定めたマニュアルがあり、年に１回
以上、必要な研修又は訓練が行われている。



自己評価 第三者評価

人権等の尊重 35 Ａ Ａ

利用者の権利擁護 36 Ａ Ａ

プライバシー等の保
護

37 Ａ B

利用者の決定方法 38 Ａ Ａ

意見・要望・苦情の
受付

39 Ａ Ａ

意見・要望・苦情等
への対応の仕組みと
サービスの改善

40 Ｂ Ｂ

第三者への相談機会
の確保

41 Ａ Ｂ

利用者満足度の向上
の取組み

42 Ｃ Ｃ

質の向上に対する検
討体制

43 Ｂ Ｂ

評価の実施と課題の
明確化

44 Ａ Ｂ

大項目 中項目 小項目 通番 評価項目
評価結果

虐待防止、身体拘束禁止等の利用者の権利擁護に配慮したサービ
ス提供を行っている。

Ⅳ利用者保護の観点

(1)利用者保護

(3)質の向上に係る取組

利用者の満足度を把握し、サービスの質の向上に役立てている

サービスの質の向上に係る検討体制を整備し、運営管理者を含む
各部門の全職種の職員が積極的に参加している。

サービス提供状況の質の向上のため、定期的に評価を実施すると
ともに、評価結果に基づいて課題の明確化を図っている

（評価機関コメント）

通番42.アンケートなどの満足度調査は実施していない。来年度にはおこなう予定で
ある。
通番43.一つ一つの事例について検討をおこない、振り返りをしているが、サービス
の質の向上に係る検討委員会などはなく、職員会議や年2回の管理者会議で話し合い
をしている。他事業所の評価や取り組みなどについて情報収集はしていない。
通番44.介護福祉サービス第三者評価を３年に1度受けているが、毎年の自己評価はお
こなっていない。

利用者の意向（意見・要望・苦情）を広く拾い上げ、収集する仕
組みが整備され、利用者等に周知されている。

利用者の意向（意見・要望・苦情）に迅速に対応するとともに、
サービスの向上に役立てている。

公的機関等の窓口に相談や苦情を訴えるための方法を、利用者及
びその家族に周知している。

（評価機関コメント）

通番39.利用者の自宅に連絡ノートを置いている。サービスの性格上利用者懇談会な
どはおこなっていないが、個別に対応し職員間で情報を共有している。訪問した看護
師は信頼関係を構築し本人や家族が話しやすい様に努めている。
通番40.利用者の意見や要望を訪問時に聞き取り、事業所に持ち帰って話し合い、対
応を考えている。苦情処理受付表、「意見・要望・苦情等に対する対応マニュアル」
が作成されている。利用者から出た苦情や要望には個別に返答しているが公開はして
いない。
通番41.公的機関の相談窓口は契約書に記載しており、契約時に利用者と家族に説明
している。第三者の相談窓口は設置していない。

利用者本位のサービス提供及び高齢者の尊厳の保持に配慮した
サービス提供を行っている。

利用者のプライバシーや羞恥心について、常に問題意識をもって
サービスの提供を行っている。

サービス利用者等の決定を公平・公正に行っている。

（評価機関コメント）

通番35.理念に沿って、在宅でその人らしく生活ができるよう本人の意志を尊重した
援助を心掛けている。職員間で事例を通して学び合い、介護方針の統一を図ってい
る。必要があれば介護支援専門員に報告し、サービス担当者会議につなげている。
通番36.「身体拘束禁止マニュアル」「虐待防止のための指針」を作成している。外
部研修に参加して伝達研修（資料配布）をおこなっている。重要事項説明書にも虐待
防止について記載している。訪問時に虐待事例と思われる時は、記録に残し介護支援
専門員に報告し対処している。
通番37.「プライバシー保護マニュアル」を作成している。個人の自宅への訪問のた
め、プライバシーを意識した支援をおこなっている。定期的な研修ができていない。
通番38.支援が困難なケースについても基本敵に断らず受け入れている。職員体制な
どで受け入れられない場合は、状況が可能になったときに再度連絡し対応している。


